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基本目標１ 子ども・若者自身の力を伸ばし、 ――――――――――― 3 

自信と希望をもって社会を生き抜く力を育てます 

1 自ら学び行動する力の向上 

2 体験や交流を通じた自立に必要な力の育成 

3 やりがいを持って働く力の育成 

基本目標２ 子ども・若者がチャレンジできる環境を整備します  ―― 8 

1 チャレンジを目指す子ども・若者の支援 

2 チャレンジできる気運の醸成 

基本目標３ 子ども・若者に直接届く支援をします  ――――――――10 

1 子ども・若者に寄り添う相談体制の整備 

2 学び・暮らしの支援 

3 困難な状況ごとの支援 

基本目標４ 子ども・若者を支える家庭を支援します  ―――――――15 

1 家庭における親育ちを応援 

2 経済的困難を抱える家庭に対する支援 

3 適切な支援につなぐ相談機能の強化 

基本目標５ 子ども・若者の成長を支える地域とその担い手が育つ ――19 

環境を整備します 

1 地域との連携の推進 

2 安全・安心な環境の整備 

3 地域における多様な担い手の活用と育成  

別 掲   子どもの貧困対策   ――――――――――――――――――22 

1 教育の支援 

2 生活の支援 

3 保護者に対する就労支援 

4 経済的支援 
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この計画は、「子ども・若者育成支援推進法」第９

条第２項に基づく市町村計画です。 

また、「小平市第三次長期総合計画基本構想」

における青少年育成部門の計画である「第２次小

平市青少年育成プラン」を引き継ぐとともに、「子ど

もの貧困対策の推進に関する法律」及び「子供の

貧困対策に関する大綱」を勘案した小平市の子ど

もの貧困対策と位置づけます。さらに、関連する計

画と整合・連携を図ります。 

 

 

計画の対象は、０歳から３０歳未満まで、施策に

よって４０歳未満までを対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、乳幼児期から学童期（０歳から１２歳）まで

は「小平市子ども・子育て支援事業計画」の対象で

あることから、特に思春期から青年期（１２歳（中学

生）から３０歳未満）までの子ども・若者を主な対象

とします。 

 

 

 

 

 

計画期間は、平成３０（2018）年度から令和９

（2027）年度までの１０年間としていましたが、新た

に「こだいらこども・若者みらいプラン」を令和７

（2025）年度に策定したことから、本計画の期間を

令和７（2025）年度までとします。 

小平市子ども・若者計画は、すべての子ども・若者の健やかな成長と

自立を目指し、子ども・若者育成支援施策を総合的・体系的に推進す

ることを目的にした計画です。 

子ども・若者は、未来を担う貴重な存在であり、まちに活

力と希望を与える宝です。そして、大人の役割は、子ども・

若者が未来に夢と希望を持てるまちをつくることです。小平

市は、子ども・若者が夢と希望を持てるまちを、地域で力を

合わせてつくることを目指し、本計画の基本理念を次のと

おりとします。 

 

次の３つの視点をもって、この計画を推進します。 

 

視点１ 子ども・若者を尊重して 

子ども・若者を、守られる存在だけではない、ひとりの人

間として尊重し、将来を見据えたうえで、子ども・若者に

とって何が最善かを考え支援します。 

 

視点２ 一人ひとりの状況に応じて 

子ども・若者の成長段階に応じた支援をするだけではな

く、個性や能力、抱えている問題の程度や状況によっ

て、ある時は見守り、ある時は声かけをし、場合によって

は一緒に解決に当たるなど、一人ひとりの状況に応じて

支援します。 

 

視点３ 地域の持つ力を活かして 

子ども・若者に関わる地域や関係機関・団体、事業者、

行政などの多様な主体が、それぞれの特性や強みを活

かして、相互に補完･連携していきます。 
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子ども･若者自身の

力を伸ばし、自信と

希望をもって社会

を生き抜く力を育

てます 

子ども・若者がチャ

レンジできる環境

を整備します 

子ども・若者の成長

を支える地域とそ

の担い手が育つ環

境を整備します 

子ども・若者に直接

届く支援をします 

子ども・若者を支え

る家庭を支援しま

す 

事業数合計：161事業（内再掲 64） 
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１ 自ら学び行動する力の向上 

(１) 学びの機会の充実 

 

  

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

1

1
市立中学校において、地域の人材を活用
した放課後等の学習支援を実施します。

2

2

小・中学校を対象に、自由で安全な居場
所を開設し、ボランティアによる小学生の
学習支援を行います。

3

3

3 空き部屋を学習室として開放した。 公民館

4

4

子ども・若者向けの図書の充実に向け、
ティーンズコーナーを設置し、子ども・若者
にも親しみやすい本・雑誌を配置します。

5

5

小・中学生、親子を対象に工作や料理、
自然観察等を通して交流を深める講座を
開設します。

6

6

教養、趣味、文化、芸術などの学習活動
を通じて、社会人としての資質の向上、ま
た、仲間との交流を図ります。

No.115

-

ヤングセミナー
ヤングセミナーと題して実施することはなかっ
たが、事業の主旨を踏まえ、若者が受講しや
すいように、一部の講座を土曜日・日曜日に
実施した。
　成人向けに土曜日・日曜日に実施した講
座数：38コース

一部の講座を夜間また
は土曜日・日曜日に実
施していく。

公民館

ティーンズコーナー
・全図書館のティーンズコーナーに、ティー
ンズ世代向けの図書・雑誌を収集・配架し、
ティーンズ世代に興味・関心をもってもらうた
めの取組を行った。
・中央図書館では「仕事」「進路」「部活」に
関する本の展示を行った。
・中学生・高校生が参加するティーンズ委員
会で「ティーンズ委員会大賞」の本を選び、
その結果をポスターで全図書館に掲示した
ほか、ティーンズコーナーで大賞の図書を展
示した。

継続して実施する。 図書館

ジュニア向け講座 小・中学生を対象に、実験や工作、文化等
の体験学習活動を通じて、仲間づくりや交流
の促進、知識の向上や興味関心のきっかけ
づくりとなる講座を実施した。
　受講者延べ人数：499人

継続して実施する。 公民館

No.113

公共施設を活用した自習室の
設置

地域センターでは、集会室、娯楽室等は団
体が占有利用するため、自習室としての開
放は行っていないが、共有スペースとしての
ロビーは自習スペースとして活用されてい
る。

継続して実施する。

市民協
働・男女
参画推進

課
公共施設の空き時間を活用して、子ども・
若者のためにテスト期間中等に、会議室
等を自習室として開放します。

No.143

No.112

事業名 / 事業内容

中学校放課後学習教室 中学校：8校
教室実施回数：400回
参加者延べ人数：4,769人

継続して実施する。
地域学習
支援課

土曜子ども広場「友・遊」 公民館を利用するサークルや地域のボラン
ティアが講師となり、様々なメニューやレクリ
エーションを提供した。また、中央公民館で
は、夏休み期間中、学習支援室を開設した。
　参加者延べ人数（こども）：1,881人

継続して実施する。 公民館

No.114



- 4 - 

(２) 情報・消費環境等への対応力の向上 

 
 

２ 体験や交流を通じた自立に必要な力の育成 

(１) 多様な体験・交流活動の推進 

 
 

 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

7

7

子ども・若者が、架空請求や悪質商法な
どの消費者トラブルに遭わないよう、講座
等を実施します。

8

8

一人ひとりが大切にされ、自分らしく生き
生きと暮らせる社会を目指し、男女共同参
画や人権に関する啓発講座、ＤＶ（配偶者
等からの暴力）に関する正しい知識を身に
付ける講座等を実施します。また、相談窓
口等を周知します。

9

9

インターネットの危険性や安全な利用方
法、情報モラル等の知識を身に付ける取
組を推進します。また、教科やセーフティ
教室などで情報教育を進めます。

No.61

No.62

No.63

男女共同参画啓発講座 男女共同参画の啓発講座を開催し、男女共
同参画の意識啓発と推進に努めた。また、女
性が抱えるさまざまな悩みに対し傾聴相談を
行う女性相談のカードや若年層向けにデー
トDV防止啓発カードを作成し、周知に努め
た。
　男女共同参画啓発講座：32回

継続して実施する。

市民協
働・男女
参画推進

課

情報教育
・情報モラル教育の推進

小平市立学校における情報活用能力の育
成指針（改定版）を各研修会等で周知した。
全ての小・中学校において発達の段階に応
じて、情報モラル及び情報セキュリティの指
導を年間を通じて実施するとともに、家庭に
おける取組についても呼びかけた。情報モラ
ルに関する教員向け研修会を実施した。

継続して実施する。
指導課

（小・中学校）

事業名 / 事業内容

消費者教育の推進

出前講座を１回開催した。 継続して実施する。 市民課

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

10

10

次代の親である中学生・高校生が乳幼児
やその保護者と触れあい、交流できるイベ
ントを実施します。

11

11

子ども・若者に音楽活動の発表の場を提
供します。

12

12

市立小学校区のチームを中心に、多世代
が参加し交流を図るダンスフェスティバル
を開催します。大学生などが企画運営に
参加することで、地域に若い力の活躍の場
を提供します。

13

13

多摩北部都市広域行政圏域を対象とした
高校生による高校生のためのダンスフェス
ティバルを開催し、ダンスの発表の場を提
供します。

No.72

小平よさこい
スクールダンスフェスティバル 開催日：令和8年2月28日

開催場所：ルネこだいら大ホール
出演者：20校20チーム827人
　　　　(小学校19校、大学1校)
来場者：695人

継続して実施する。
地域学習
支援課

多摩六都
ヤング・ダンスフェスティバル 開催日：令和8年2月22日

開催場所：ルネこだいら大ホール
出演者：13校22チーム419人
来場者：783人

継続して実施する。
地域学習
支援課

No.71

No.71

事業名 / 事業内容

乳幼児と子ども・若者のふれ
あい体験事業

児童館のおまつりに中学生・高校生がボラン
ティアとして参加し、来館した乳幼児等と交
流した。令和7年度は「乳幼児親子とのふれ
あい事業」の中学生・高校生の参加希望者
がいなかったため実施に至らなかった。

引き続き実施に向けて
中学生・高校生への広
報活動に努める。

こども若者
みらい課

青少年音楽祭
「第１期小平市経営方針推進プログラム」の
実施プログラムNo.８の「事業の精査と見直
し」により、廃止が決定したため、令和4年度
をもって廃止した。

「第１期小平市経営方針
推進プログラム」の実施プ
ログラムNo.８の「事業の精
査と見直し」により、廃止
が決定したため、令和4年
度をもって廃止した。

地域学習
支援課-
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(２) 文化芸術・スポーツ活動の推進 

 

 
(３) 社会参加、参画機会の充実 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

14

14

市民文化祭への作品の出品や、イベント
への参加を促進します。

15

15

平櫛田中彫刻美術館や小平ふるさと村等
の市内の施設の見学を支援します。

16

16

子ども・若者を対象に、各種スポーツ教室
やイベントの開催を通じて、スポーツ活動
の場を提供し、体力づくりや競技力の向上
を目指します。

No.69

No.70

各種スポーツ教室 小学生を対象としたスポーツ教室を実施し
た。
キッズダンス教室：延べ106人
アルティメット教室：延べ35人
初心者バスケットボール教室：延べ37人

引き続き、ジュニア向けス
ポーツ教室等を開催し、
スポーツ活動や体験の場
の提供に努める。

文化
ｽﾎﾟｰﾂ課

事業名 / 事業内容

小平市民文化祭への参加 小平市書道連盟をはじめ21団体が参加し、
鈴木ばやし、書道、将棋、バレエ、吹奏楽団
などの各団体では、こどもも参加した。
　開催日：令和7年9月15日～12月7日
　延べ来場者数：8,428人

継続して実施する。
文化

ｽﾎﾟｰﾂ課

市内美術館等の見学
平櫛田中彫刻美術館で、小・中学生の観覧
料が無料となるわくわく体験美術館ウィーク
を3回実施し、延べ115人の小・中学生が来
館した。

継続して実施する。
文化

ｽﾎﾟｰﾂ課

No.68

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

17

17

小平市大学連携協議会「こだいらブルー
ベリーリーグ」や提示型公募事業（学生部
門）など、市内の大学生が、地域とのつな
がりを深める活動を推進します。

18

18

中学生・高校生が子育てに触れ、乳幼児
との触れあいや交流をするため、子育て支
援のボランティア活動を支援します。

19

19
児童・生徒の福祉教育及びボランティア
活動を推進します。

20

20

青少年が地域活動に進んで参加するため
の資質や技術を育成し、修了者が青少年
のリーダーとして活躍できる素養を身に付
ける講座を開催します。

21

21

市内中学校の生徒代表による意見発表
会を開催し、率直な意見を聞くことで、生
徒の意欲と市民の関心を高めます。

No.120

No.72

No.135

No.66

青少年リーダー養成講座 年間12講座
・ジュニアリーダー養成講座
　参加者延べ人数：196人
・シニアリーダー養成講座
　参加者延べ人数：84人

継続して実施する。
地域学習
支援課

中学校生徒意見発表会
「第１期小平市経営方針推進プログラム」の
実施プログラムNo.8の「事業の精査と見直
し」により、廃止が決定したため、令和4年度
をもって廃止した。

「第１期小平市経営方
針推進プログラム」の実
施プログラムNo.8の「事
業の精査と見直し」によ
り、廃止が決定したた
め、令和4年度をもって
廃止した。

地域学習
支援課-

青少年ボランティア活動の推
進 中学生・高校生によるボランティア活動の受

入れを行った。
　・市立保育園７園での実績
　　　ボランティア　8人
　　　職場体験　　 73人

継続して実施する。 保育課

福祉体験事業

各学校の実態に応じ、指導を行った。 継続して実施する。 指導課

事業名 / 事業内容

市内大学生との連携事業の
推進

大学生による地域交流イベント「まちで楽し
む」や「ＮＰＯセミナー」を合同で開催した。
また、提示型公募事業（学生部門）を実施
し、地域活動に取り組む学生団体を支援し
た。

継続して実施する。

市民協
働・男女
参画推進

課
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(４) 居場所づくりの推進  

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

22

22

小学校から高校生までを対象に、実際の
選挙機器を使用しながらの模擬投票授業
及び出前講座を行うことにより、主権者と
して選挙に臨むための意識を高めます。

事業名 / 事業内容

模擬投票授業、出前講座の
実施 第九小学校、白梅学園清修中高一貫部に

おいて、実際の選挙と同様に、選挙公報を
配付し、候補者による演説のうえ、投票を実
施する模擬投票授業を行った。
　花小金井南中学校では、生徒会選挙等の
立会演説時に、職員が生徒に対し選挙ワン
ポイント講座を開催し、選挙のエピソードや
投票の重要性について講演した。

継続して実施する。
選挙管理
委員会No.3

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

23

23

地域の人々の集まりの拠点である地域セ
ンターを、読書、談話など、子ども・若者に
とって使いやすいスペースとして活用しま
す。

24

24

デイキャンプ・宿泊キャンプなど、子ども・
若者が利用できるキャンプ場を運営しま
す。

25

25

子どもたちが遊びを通して、健やかな成長
と情操を豊かにするための運営を行いま
す。

26

26

乳幼児とその保護者が気軽に集える場と、
乳幼児から中学生までの子どもの遊び場
を提供します。

27

27

市内の活動団体等や他の取組との連携、
市としての関わりや支援など総合的に検討
します。

28

28

小・中学生を対象に、自由で安全な居場
所を開設し、ボランティアによる小学生の
学習支援を行います。

「子ども食堂」のあり方の検討 活動団体の自主性・自律性や特性を尊重し
ながら、活動の周知に協力するとともに、小
平市社会福祉協議会を通じて、市内のこども
食堂の状況把握に努めた。物価高騰対策支
援金を１２団体に交付した。

さまざまな世代の居場所、
地域の交流の場として、
地域に根差したこども食
堂への支援を検討する。

こども若者
みらい課

土曜子ども広場「友・遊」
〈再掲〉

公民館を利用するサークルや地域のボラン
ティアが講師となり、様々なメニューやレクリ
エーションを提供した。また、中央公民館で
は、夏休み期間中、学習支援室を開設した。
　参加者延べ人数（こども）：1,881人

継続して実施する。 公民館

No.148

No.143

児童館
乳幼児とその保護者、小学生、中学生、高
校生を対象とした事業を実施した。
利用者数
・花小金井南児童館
小学生：10,435人、中学生：1,791人、高校生：65人

・小川町二丁目児童館
小学生：17,324人、中学生：3,162人、高校生：521人

・小川町一丁目児童館
小学生：15,519人、中学生：5,840人、高校生：426人

継続して実施する。
こども若者
みらい課

こども広場事業
専門のスタッフが子育ての相談、保護者の
交流、こどもの遊びの指導、子育て情報の提
供、講習会などを実施した。さわやか館、地
域センターの計18か所で実施。
利用者数：小学生：45,704人、中学生：5,085人

継続して実施する。
こども若者
みらい課

No.149

No.151

地域センター
こどもが優先的に利用できる遊戯室を中心
に、多くのこども・若者の利用があった。
※19歳未満の方の利用人数：186,228人

引き続き、使いやすいス
ペースの確保に努める。

市民協
働・男女
参画推進

課

きつねっぱら公園
子どもキャンプ場

こども・若者が自然の中での共同生活を通じ
て、心の触れ合いを深め、共同精神や規律
正しい生活態度の向上、育成を図ることがで
きる場を提供した。
　開放日数：357日
　利用団体数：241団体
　利用者数：6,707人

継続して実施する。
文化

ｽﾎﾟｰﾂ課

No.139

No.142

事業名 / 事業内容
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３ やりがいを持って働く力の育成 
(１) キャリア教育の推進 

 

 

(２) 就労支援・就労支援機関との連携 

   

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

29

29

地域の商店、農家、企業等と協働して、生
徒の職場体験を推進します。

事業名 / 事業内容

職場体験の推進 市立中学校全8校において、第２学年の生
徒を対象に、原則３日間程度の職場体験を
実施した。
　参加生徒数　 ：1,475人（8校）
　受入事業所数： 455か所

継続して実施する。 指導課No.136

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

30

30
若者が、自ら適切な職業選択や職業能力
開発が行えるよう、情報を提供します。

31

31

就職を希望する方に対して、ハローワーク
等との共催による「ミニ就職面接会」を開
催します。

32

32

子ども・若者育成支援推進法第19条に基
づく、困難を抱えた子ども・若者を支援す
るための、教育、福祉、保健、医療、更生
保護、雇用等の関係機関・団体が連携す
るネットワークを構築します。

(仮称)子ども・若者
地域支援協議会の設置

子ども・若者育成支援推進法の施行時から、
ひきこもりの高齢化など社会状況が変化して
いることを踏まえ、庁内の関係部署で連携を
図るほか、必要に応じて要保護児童対策地
域協議会や青少年問題協議会などの既存
の枠組みを活用するなど関係機関と連携し
ながら、必要な支援を行った。

青少年問題協議会等の
既存の枠組みを見直す
とともに地域資源の情報
収集・活用に努め、引き
続き、社会状況の変化
や国・東京都の動向を
注視していく。

こども若者
みらい課-

職業能力開発に関する情報
提供

就労に関する広報を、市報及びホームペー
ジに掲載し、情報提供を行った。
　市報：10件
　ホームページ：12件

継続して実施する。
産業

振興課

ハローワーク等と
連携したミニ就職面接会 ハローワーク立川との共催によるミニ就職面

接会を1回開催し、3事業者の求人に対し39
人が参加し、2人の採用が決まった。

引き続き面接会を実施
していく。

産業
振興課

No.126

No.127

事業名 / 事業内容
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１ チャレンジを目指す子ども・若者の支援 

(１) 学びなおしへの支援 

 
 

(２) 就労支援 

 

  

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

33

33

経済的な事情により、学習塾などに通えな
い生活困窮者世帯の小学校６年生・中学
生及び高校生相当年齢を対象に学習支
援を実施します。

34

34

経済的な事情等により、学習塾などに通
えないひとり親家庭の小学校６年生・中学
生及び高校生相当年齢を対象に学習支
援を実施します。

35

35
市立中学校において、地域の人材を活用
した放課後等の学習支援を実施します。

36

36

最終学歴が中学校卒業であるひとり親家
庭の親及びその子どもを対象に、高等学
校卒業程度認定試験合格指導講座を受
講する費用の一部を給付します。

No.6

No.17

No.114

No.21

ひとり親家庭高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業

ひとり親家庭の母又は父とそのこどもに、高
卒認定試験合格講座受講費用の一部を給
付する事業の周知を行った。
　支給件数：0件
　支給額：0円

引き続き周知に努める。
こども若者
みらい課

ひとり親家庭学習支援事業 児童扶養手当支給の所得水準世帯のこども
等を対象に、集合型及び派遣型により学習
支援を実施した。
 〈集合型〉会場：4か所
　定員55人
(開始時：49人　退会等：7人、途中入会：7人)
 〈派遣型〉
　定員：7人

(退会等：1人、途中入会：2人)

※生活困窮者学習支援事業と合同実施

集合型全会場に導入し
ているICTを活用したデ
ジタル教材等により、引
き続き学習習慣の定着
と出席率向上を図る。

こども若者
みらい課

中学校放課後学習教室
〈再掲〉 中学校：8校

教室実施回数：400回
参加者延べ人数：4,769人

継続して実施する。
地域学習
支援課

事業名 / 事業内容

生活困窮者学習支援事業 生活困窮世帯のこども等を対象に、集合型及
び派遣型により学習支援を実施した。
 〈集合型〉会場：4か所
　定員55人
(開始時：49人　退会等：7人、途中入会：7人)
 〈派遣型〉
　定員：7人
(退会等：1人、途中入会：2人）
※ひとり親家庭学習支援事業と合同実施

集合型全会場に導入し
ているICTを活用したデ
ジタル教材等により、引
き続き学習習慣の定着
と出席率向上を図る。

生活
支援課

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

37

37
就職を希望する方に対して、ハローワーク
等との共催による「ミニ就職面接会」を開
催します。

38

38

創業セミナーや個別相談等により、創業に
チャレンジする人のやる気を引き出し、商
工会等の関係団体と連携して創業を支援
します。

No.127

創業支援事業
創業支援等事業計画に基づき、支援事業者
と連携した創業支援を320人に対して行い、
うち66人が創業に至った。

引き続き計画に基づい
た支援を行っていく。

産業
振興課No.128

事業名 / 事業内容

ハローワーク等と連携した
ミニ就職面接会〈再掲〉 ハローワーク立川との共催によるミニ就職面

接会を1回開催し、3事業者の求人に対し39
人が参加し、2人の採用が決まった。

引き続き面接会を実施
していく。

産業
振興課
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２ チャレンジできる気運の醸成 

(１) 各種情報の収集と提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

39

39

子ども・若者に関する情報を幅広く収集し
た子ども・若者向けのパンフレット作成な
ど、子ども・若者に届く情報提供を検討し
ます。

40

40

40
シティプロ
モーション

課

No.122

No.123

(仮称)若者応援サイトの検討 令和５年度に市ホームページ上に若者向け
の情報をまとめた若者応援サイトを開設し、
内容の充実を図った。また、併せて若者応援
ガイドブックの内容について市ホームページ
へ掲載した。

継続して実施する。

こども若者
みらい課

必要な情報が子ども・若者に届くよう、
ホームページ上に若者向けの各種イベント
や支援・相談機関などの情報をまとめた
ページの開設を検討します。

事業名 / 事業内容

若者応援ガイドブックの発行
若者応援ガイドブックの内容を更新して発行
し、市内の中学校、高校、大学、児童養護施
設などの各施設や、若者の支援に携わる関
係機関へ配付した。

継続して実施する。
こども若者
みらい課
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１ 子ども・若者に寄り添う相談体制の整備 

(１) 相談体制の充実 

 

 
 

 

 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

41

41

市内在住の中学校１年生から19歳までの
方を対象に、人間関係や進路など、生活
上困っていることや悩んでいることについ
て、電話・メール・面談で相談に応じるとと
もに、必要に応じて関係機関への同行支
援を行います。

42

42

児童・生徒のストレスや不安の緩和・解消
を図るため、スクールカウンセラーを配置
します。また、学校と関係機関との調整役
となるスクールソーシャルワーカーを配置
し、課題を抱える生徒を福祉的側面から
支援します。

43

43

児童虐待など、子どもと家庭に関するあら
ゆる相談に応じるとともに、子育てに関する
情報提供などを行います。

44

44

幼児、児童・生徒の学習や不登校、集団
になじめないなど、子どもの心配な行動に
ついての相談に応じます。

45

45

地域住民の相談に応じ、必要な情報提供
を行うなど、地域と関係機関とのつなぎ役
を担う民生委員児童委員の活動内容を
周知するとともに、活動しやすい環境づくり
に努めます。

46

46

若者にとって相談先がわかりやすいなど、
相談しやすい体制について検討します。

No.55

No.109

No.54

民生委員児童委員への支援 5月の活動強化週間に、民生委員児童委員
の活動と役割について広く市民にＰＲするた
め、市報等での広報を行い、活動パネル展
を実施した。また、民生委員児童委員協議
会の事務局として活動を支援した。
　相談・支援件数（こども分野）：5７2件

継続して実施する。
福祉

政策課

若者相談体制の検討
令和3年度より様々な課題を抱えた若者に対
する相談窓口を掲載した若者応援ガイドブッ
クを発行し、配付するとともに、市ホームペー
ジ等により周知を図った。また、各担当窓口
や関係機関だけでは対応が難しい複雑化・
複合化した課題について、こだいら生活相
談支援センターにおいて、属性や世代を問
わず包括的に相談に応じた。

継続して実施する。
こども若者
みらい課
関係課

No.133

No.54～60

子ども家庭支援センター
子育て交流広場の運営や講座の開催及び
こどもと家庭に関する相談を実施した。
　子育て交流広場利用件数：11,096人
　センター活動件数：44,778件
ヤングケアラーに関する普及啓発を実施し
た。
　小学生・中学生・高校生への出前授業6回

継続して実施する。
こども家庭
センター

教育相談室 心理の資格を有する相談員による相談活動
を行った。
  開設日：平日（土、日、祝日、年末年始を除く）
　開設時間：10時30分から18時まで
　　　　　　　　※水曜日は13時から

継続して実施する。 指導課No.56

ティーンズ相談室
中学校1年生から19歳までの方を対象に、人
間関係や進路等、生活上困っていることなど
の相談を受けた。
　相談件数：1,215件

継続して実施する。
こども家庭
センター

スクールカウンセラー・スクー
ルソーシャルワーカ－の配置

年間配置日数
　スクールカウンセラー：38日(各小・中学校)
　スクールソーシャルワーカー：100日(各中
学校）

継続して実施する。 指導課

事業名 / 事業内容
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(２) 関係機関の連携強化 

 

 

 

２ 学び・暮らしの支援 

(１) 学びの機会の確保 

 

 
(２) 経済的な支援 

 

   

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

47

47

被虐待、養育困難など支援が必要な児童
等に対して、関係機関が連携して効果的
な対応を行います。

48

48

子ども・若者育成支援推進法第19条に基
づく、困難を抱えた子ども・若者を支援す
るための、教育、福祉、保健、医療、更生
保護、雇用等の関係機関・団体が連携す
るネットワークを構築します。

-

事業名 / 事業内容

要保護児童対策地域協議会 要保護児童対策地域協議会を開催した。
　代表者会議：1回
　実務者部会：3地区各2回、全体研修会1
回

実務者部会の会議内容の充
実及び関係機関同士の連
携・協力関係を強化していく。

こども家庭
センター

(仮称)子ども・若者
地域支援協議会の設置〈再掲〉

子ども・若者育成支援推進法の施行時から、
ひきこもりの高齢化など社会状況が変化して
いることを踏まえ、庁内の関係部署で連携を
図るほか、必要に応じて要保護児童対策地
域協議会や青少年問題協議会などの既存
の枠組みを活用するなど関係機関と連携し
ながら、必要な支援を行った。

青少年問題協議会等の
既存の枠組みを見直す
とともに地域資源の情報
収集・活用に努め、引き
続き、社会状況の変化
や国・東京都の動向を
注視していく。

こども若者
みらい課

No.25

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

49

49
市立中学校において、地域の人材を活用
した放課後等の学習支援を実施します。

50

50

経済的な事情により、学習塾などに通えな
い生活困窮者世帯の小学校６年生・中学
生及び高校生相当年齢を対象に学習支
援を実施します。

51

51

経済的な事情等により、学習塾などに通
えないひとり親家庭の小学校６年生・中学
生及び高校生相当年齢を対象に学習支
援を実施します。

No.114

No.6

No.17

ひとり親家庭学習支援事業
〈再掲〉

児童扶養手当支給の所得水準世帯のこども
等を対象に、集合型及び派遣型により学習
支援を実施した。
 〈集合型〉会場：4か所
　定員55人
(開始時：49人　退会等：7人、途中入会：7人)
 〈派遣型〉定員：7人

(退会等：1人、途中入会：2人)

※生活困窮者学習支援事業と合同実施

集合型全会場に導入し
ているICTを活用したデ
ジタル教材等により、引
き続き学習習慣の定着
と出席率向上を図る。

こども若者
みらい課

事業名 / 事業内容

中学校放課後学習教室〈再掲〉 中学校：8校
教室実施回数：400回
参加者延べ人数：4,769人

継続して実施する。
地域学習
支援課

生活困窮者学習支援事業
〈再掲〉

生活困窮世帯のこども等を対象に、集合型及
び派遣型により学習支援を実施した。
 〈集合型〉会場：4か所
　定員55人
(開始時：49人　退会等：7人、途中入会：7人)
 〈派遣型〉
　定員：7人
(退会等：1人、途中入会：2人）
※ひとり親家庭学習支援事業と合同実施

集合型全会場に導入し
ているICTを活用したデ
ジタル教材等により、引
き続き学習習慣の定着
と出席率向上を図る。

生活
支援課

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

52

52

経済的理由により就学困難な市内在住の
公立の小・中学校に在学する児童または
生徒の保護者へ、学用品費等の援助をし
ます。

No.7

事業名 / 事業内容

就学援助
・小学校
　要保護：64人
　準要保護：659人

　支給額：61,759,899円

・中学校
　要保護：55人
　準要保護：409人
　支給額：48,972,362円

継続して実施する。 学務課
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(３) 暮らしの支援 

 
 

３ 困難な状況ごとの支援 

(１) 不登校、いじめ対策 

 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

53

53

勉学の機会を与え有用な人材育成を図る
ため、公立中学校に在学し、経済的理由
により進学が困難な生徒に対して、学費の
補助として補助金を給付します。

54

54

一定所得以下の世帯の中学校3年生、高
校3年生の進学を支援することを目的に、
学習塾費用や受験料を無利子で貸し付け
ます。入学した場合、返済が免除されま
す。

55

55

最終学歴が中学校卒業であるひとり親家
庭の親及びその子どもを対象に、高等学
校卒業程度認定試験合格指導講座を受
講する費用の一部を給付します。

No.8

ひとり親家庭高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業〈再
掲〉

ひとり親家庭の母又は父とそのこどもに、高
卒認定試験合格講座受講費用の一部を給
付する事業の周知を行った。
　支給件数：0件
　支給額：0円

継続して実施する。
こども若者
みらい課No.21

事業名 / 事業内容

小平市育英資金 ・支給実績
  補助対象額：60,000円（1人あたり）
　補助対象人数：20人
　補助金額：1,200,000円

継続して実施する。 学務課

受験生チャレンジ支援貸付
中学校3年生及び高校3年生に対し、学習
塾費用や受験料の貸付を行った。
　貸付件数：175件

継続して実施する。
生活

支援課No.9

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

56

56
市内の活動団体等や他の取組との連携、
市としての関わりや支援など総合的に検討
します。

No.148

事業名 / 事業内容

「子ども食堂」のあり方の検討
〈再掲〉

活動団体の自主性・自律性や特性を尊重し
ながら、活動の周知に協力するとともに、小
平市社会福祉協議会を通じて、市内のこども
食堂の状況把握に努めた。物価高騰対策支
援金を１２団体に交付した。

さまざまな世代の居場所、
地域の交流の場として、
地域に根差したこども食
堂への支援を検討する。

こども若者
みらい課

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

57

57

幼児、児童・生徒の学習や不登校、集団
になじめないなど、子どもの心配な行動に
ついての相談に応じます。

58

58
不登校児童・生徒に対して、相談、指導
等を行うことにより、学校復帰等を支援し
ます。

59

59

児童・生徒のストレスや不安の緩和・解消
を図るため、スクールカウンセラーを配置
します。また、学校と関係機関との調整役
となるスクールソーシャルワーカーを配置
し、課題を抱える生徒を福祉的側面から
支援します。

60

60

小平市いじめ防止基本方針に基づき、い
じめの防止に向けて市、教育委員会、学
校、家庭、地域が連携して子どもたちを見
守り、支えていく取組を進めます。

No.56

No.47

No.109

No.49

スクールカウンセラー・スクールソー
シャルワーカ－の配置〈再掲〉

年間配置日数
　スクールカウンセラー：38日(各小・中学校)
　スクールソーシャルワーカー：100日(各中学校）

継続して実施する。 指導課

いじめの防止に向けた取組
小平市立学校合同研修会において、「小平市いじめ防止
基本方針」の周知を行うとともに、いじめの定義に基づく確
実な認知及び対応を行うよう指導した。各学校において
は、いじめを見逃がさないよう、月ごとのいじめ実態調査、ま
た、年3回いじめについてのアンケート調査を行うとともに、
年3回以上のいじめ防止授業を実施した。さらに、生活指
導主任会にて、各校のいじめ対策についての情報交換を
行った。また、いじめ問題対策委員会からいじめ重大実態
調査報告書において受けた提言を踏まえた取組を実施し
た。

継続して実施する。
指導課

（小・中学校）

事業名 / 事業内容

教育相談室〈再掲〉
心理の資格を有する相談員による相談活動
を行った。
　開設日：平日（土、日、祝日、年末年始を除く）
　開設時間：10時30分から18時まで
　　　　　　　　※水曜日は13時から

継続して実施する。 指導課

教育支援室「あゆみ教室」 開設日：平日（土、日、祝日、学校の休業日を除く）
開設時間：8時30分から17時まで
※「バーチャルスペースこだいら」は月・火（13時か
ら15時まで）

継続して実施する。 指導課
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(２) ひきこもりの子ども・若者の支援 

 

 
(３) 障がいのある子ども・若者の支援 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

61

61
いじめの防止等に関係する機関及び団体
の連携を図ります。

事業名 / 事業内容

いじめ問題対策連絡協議会
いじめ問題対策連絡協議会を年2回（8月、3
月）開催し、いじめ防止に向けた効果的な連
携の在り方について、いじめ防止等に関係
する機関及び団体の関係者と協議を行っ
た。

継続して実施する。 指導課No.49

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

62

62

東京都が実施している「東京都ひきこもり
サポートネット」の訪問相談受付窓口とな
り、訪問相談へつなげます。

63

63

ひきこもり等の相談窓口や支援機関を
ホームページ等に掲載し、支援に必要な
情報を周知します。

ひきこもりサポートネット訪問
相談受付窓口

ひきこもりサポートネット訪問相談の受付を
行った。

継続して実施する。

福祉
政策課

・
生活

支援課

相談窓口や支援機関の周知
及び啓発 リーフレットの配付及び市ホームページに

「ひきこもりに関する相談窓口の一覧」を掲
載し、情報提供を行った。

継続して実施する。

福祉
政策課

・
生活

支援課

No.50

No.50

事業名 / 事業内容

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

64

64
就学中の障がい児に、放課後や夏休み等
の長期休業中において、生活能力向上の
ための訓練等を継続的に提供します。

65

65

障がいのある人の一般就労を促進するた
めに、相談や就労支援等を行い、自立と
社会参加を応援します。また、障がいのあ
る人の雇用を考えている企業・事業所への
支援を行います。

66

66

特別支援学級（固定学級、通級指導）で
指導を受ける児童・生徒の保護者の経済
的負担の軽減を図ります。

67

67

特別な支援を必要とする児童・生徒を対
象に、就学相談室で就学相談を実施し、
障がいの種類や程度に応じ、適切な教育
を受ける場を保護者と一緒に考えます。

No.43

No.36

No.110

就学奨励
・小学校
　受給者数：103人
　支給額：3,872,581円
・中学校
　受給者数：78人
　支給額：5,751,461円

継続して実施する。 学務課

就学相談 　就学支援委員会実施回数　21回
（全体会　1回、委員会20回）
　就学相談件数　98件
（小学校  53件、中学校  45件）
　転学相談件数　46件
（小学校　35件、中学校  11件）
小委員会実施回数  21回
（情緒　17回、難聴言語　4回）
　特別支援教室相談件数　272件
（小学校　182件、中学校　90件）
　通級（難聴・言語）相談件数　49件
（難聴　5件、言語　44件）

継続して実施する。 指導課

事業名 / 事業内容

放課後等デイサービス 生活能力向上のための訓練等を継続的に
提供した。
　実人数：502人

継続して実施する。
障がい者
支援課

障がい者就労・生活支援セン
ター

障がいのある人の一般就労を促進するため
に、相談や就労支援等を行った。
　就職者数：２７人

継続して実施する。
障がい者
支援課

No.33
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(４) 非行防止活動等の推進 

 

 
(５) 児童虐待への対応 

 
 
(６) 児童養護施設退所者への支援 

 

 

 

(７) 子どもの貧困対策 

 ⇒Ｐ22に掲載 

  

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

68

68

犯罪や非行のない明るい社会を築く全国
的な運動として、駅前広報活動や学校訪
問活動、中学生による作文集の発行など
を行います。

69

69
学級活動で非行・犯罪防止の指導を、ま
た、薬剤師による薬物乱用防止などの教
育指導を行います。

70

70

薬物乱用防止ポスター、講演会等による
啓発活動を実施します。

71

71
「青少年の非行問題に取り組む全国強調
月間」の啓発を行います。

No.153

No.154

No.155

薬物乱用防止対策事業 薬物乱用防止ポスター・標語の募集を行
い、ポスター・標語の展示を行った。また、優
秀作品に選ばれた応募者に対しては、表彰
を行った。
応募件数： ポスター281点、標語229点

継続して実施する。
健康

推進課

非行防止に関する啓発
ポスターの掲示、市ホームページ等により啓
発を行った。

継続して実施する。
こども若者
みらい課No.156

事業名 / 事業内容

社会を明るくする運動 会を明るくする運動の強調月間である7月
に、市内3つの駅頭において、市内中学生
が参加し、駅頭広報活動を実施した。また、
実施委員による学校訪問活動での情報交
換、中学生による作文集「ひまわり」の発行
等を行った。
駅頭広報活動参加者数：中学生46人

継続して実施する。
福祉

政策課

犯罪・薬物乱用防止教育 薬物乱用防止教室等、発達段階に応じた指
導を実施した。
SOSの出し方に関する教育を全校全学年で
実施した。

継続して実施する。 指導課

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定 担当課

72

72

被虐待、養育困難など支援が必要な児童
等に対して、関係機関が連携して効果的
な対応を行います。

73

73
児童虐待防止月間を中心に、児童虐待
防止に向けた啓発を行います。

No.26

事業名 / 事業内容

要保護児童対策地域協議会
〈再掲〉 要保護児童対策地域協議会を開催した。

　代表者会議：1回
　実務者部会：3地区各2回、全体研修会1
回

実務者部会の会議内容
の充実及び関係機関同
士の連携・協力関係を
強化していく。

こども家庭
センター

児童虐待防止に関する啓発 毎年11月の児童虐待防止推進月間を中心
に、児童虐待防止・早期発見の理解促進に
係る啓発活動を実施した。

継続して実施する。
こども家庭
センター

No.25

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

74

74

児童養護施設退所者を対象に、若者支
援の情報をまとめたガイドブックなどを作
成・配付するなど、情報提供を行います。
また、市内児童養護施設への情報提供な
ど連携を図ります。

事業名 / 事業内容

児童養護施設退所者への
支援情報の提供 若者への支援情報をまとめた若者応援ガイ

ドブックを配付することにより、情報提供を
行った。また、若者応援サイトの内容の充実
を図った。

継続して若者応援ガイド
ブックの配付や若者応
援サイトの充実を図り、
支援情報を提供する。

こども若者
みらい課No.122
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１ 家庭における親育ちを応援 

(１) 家庭教育の支援 

 
 

(２) 子ども・若者の健全育成に対する意識啓発 

 
 

２ 経済的困難を抱える家庭に対する支援 

(１) 経済的な支援 

 
 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

75

75

公民館各館で、家庭教育や子育てに関す
る講座を開設し、家庭教育の向上を図ると
ともに受講者の仲間づくりを支援します。

No.83

家庭教育講座の開催 子育て中の親への育児に関する学習支援、
孤立の解消や仲間づくりの機会の提供等を
目的とし、幅広いテーマで、子育て支援講座
として実施した。
　受講者延べ人数：477人

今後も子育て支援講座
として実施していく。

公民館

事業名 / 事業内容

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

76

76

子育て中の親や青少年育成関係者、また
広く市民を対象に、子ども・若者の健全育
成や、子どもの権利・人権に関する講演会
等の学習の機会を提供します。

No.85

事業名 / 事業内容

子ども・若者の健全育成に関
する講演会等の開催

・青少年健全育成講演会
　開催日：令和7年11月12日
　開催場所：中央公民館
　講師：三森寧子（千葉大学教育学部准教授）

　参加者数：33人

・子どもの権利条約普及推進事業について
は、「第１期小平市経営方針推進プログラ
ム」の実施プログラムNo.8の「事業の精査と
見直し」により、廃止が決定したため、令和4
年度をもって廃止した。

継続して実施する。
地域学習
支援課

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

77

77

経済的理由により就学困難な市内在住の
公立の小・中学校に在学する児童または
生徒の保護者へ、学用品費等の援助をし
ます。

78

78

一定所得以下の世帯の中学校3年生、高
校3年生の進学を支援することを目的に、
学習塾費用や受験料を無利子で貸し付け
ます。入学した場合、返済が免除されま
す。

No.7

No.9

事業名 / 事業内容

就学援助〈再掲〉 ・小学校
　要保護：64人
　準要保護：659人
　支給額：61,759,899円
・中学校
　要保護：55人
　準要保護：409人
　支給額：48,972,362円

継続して実施する。 学務課

受験生チャレンジ支援貸付
〈再掲〉

中学校3年生及び高校3年生に対し、学習
塾費用や受験料の貸付を行った。
　貸付件数：175件

継続して実施する。
生活

支援課
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(２) ひとり親家庭への支援 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

79

79

生活保護受給世帯の小学生、中学生、
高校進学を目指す中学校既卒者及び高
校生に、学習塾等の費用を支給します。
生活保護受給世帯のニート・ひきこもりな
ど就労・社会参加意欲に乏しい若年層に
対し、自立支援プログラム（就労支援・社
会参加支援等）、自立支援の参加に必要
となる交通費、登録料、利用料を支給しま
す。

80

80

生活保護世帯の自立を支援する観点か
ら、高等学校等へ就学し、卒業するまでに
必要となる学用品費、交通費等の費用を
支給します。

81

81

失業や借金などにより生活に困窮している
方を対象に、専門の相談員が支援プラン
を作成し、就労支援や家計相談支援など
自立に向けた支援を行います。

82

82

離職などにより住居を失った方、または失
うおそれのある方に、就職に向けた活動を
することなどを要件に、一定期間家賃相当
額を支給することにより、住居の確保、及
び就労に向けた支援を行います。

83

83

生活保護受給者の就労を支援するため、
就職面接時に必要なスーツや携帯電話
購入費を支給します。

84

84

就労阻害要因がなく、意欲がある生活保
護受給者に対し、自立支援員が、就労支
援プログラムによる支援を行うとともに、ハ
ローワークと連携した就労支援を実施しま
す。

No.11

No.13

No.14

No.10

No.12

小平市被保護者自立促進経
費支給事業（就労支援）

・支給実績
　スーツ代等：5件

継続して実施する。
生活

支援課

生活保護受給者に対する
就労支援

自立支援員（就労支援）による就労支援プロ
グラムを実施し、20人が就職した。

継続して実施する。
生活

支援課

生活困窮者自立相談支援事
業 こだいら生活相談支援センターにおいて、

生活にお困りの方を対象に、相談を実施し
た。
　相談件数：3,778件

継続して実施する。
生活

支援課

住居確保給付金の支給
こだいら生活相談支援センターにおいて、
生活支援課と連携し、住居の確保、及び就
労に向けた支援を実施した。前年度支援開
始者を含め、30人に対し給付金を支給した。

継続して実施する。
生活

支援課

事業名 / 事業内容

小平市被保護者自立促進経費
支給事業(次世代育成支援･若年者社
会参加支援)

学習環境整備支援として小学生・中学生・
高校生への学習塾・講座受講費及び大学
進学支援として受験料を支給した。
　学習塾・講座受講費：25件
　大学受験料：5件

継続して実施する。
生活

支援課

生活保護制度に係る
高等学校等就学費の支給 高校に入学する生徒への入学準備のための

費用、高校に就学する生徒への学用品費、
交通費等を支給した。
　支給件数：59件

継続して実施する。
生活

支援課

No.10

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

85

85

ひとり親家庭などの悩みごと（生活・住宅・
離婚・養育・就労等）について、情報提
供・相談支援を行います。

86

86

ひとり親家庭等の児童が育成される家庭
の生活の安定と自立の促進を図るため、
児童扶養手当を支給します。

No.15

事業名 / 事業内容

ひとり親相談
ひとり親家庭の相談支援を実施した。
　相談件数：1,531件

継続して実施する。
こども若者
みらい課

児童扶養手当 児童扶養手当の支給を行った。
　延べ支給件数：14,839件
　支給額：451,353,480円

継続して実施する。
こども若者
みらい課No.22
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№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

87

87
ひとり親家庭等の児童の福祉の増進を図
るため、児童育成手当（育成手当）を支給
します。

88

88

ひとり親家庭等に対し、ひとり親家庭等の
健康を維持し、福祉の増進を図るため、医
療費の一部を助成します。

89

89

母子・父子家庭の方等を対象に、修学・
就職・転宅など目的別に、必要額を限度
額内で貸し付けます。

90

90
家事、育児等の日常生活に支障があるひ
とり親家庭に、ホームヘルパーを派遣しま
す。

91

91

就職に必要な技能や資格を取得するため
に、指定された教育訓練講座を受講する
場合に、講座費用の一部を１回に限り支
給します。

92

92

就職に結びつく可能性の高い国家資格の
取得を目指し養成機関で修業する場合
に、一定の期間、訓練促進給付金を支給
して生活の負担軽減を図ることで、自立の
ための資格取得を促進します。

93

93

就職・転職を希望するひとり親家庭の方を
対象に、自立・就労支援のための個々の
状況に応じた自立支援プログラムを策定
し、市とハローワーク等の関係機関が連携
しながら支援します。

94

94

最終学歴が中学校卒業であるひとり親家
庭の親及びその子どもを対象に、高等学
校卒業程度認定試験合格指導講座を受
講する費用の一部を給付します。

95

95

経済的な事情等により、学習塾などに通
えないひとり親家庭の小学校６年生・中学
生及び高校生相当年齢を対象に学習支
援を実施します。

No.23

No.24

No.16

No.18

No.19

No.20

ひとり親家庭学習支援事業
〈再掲〉

児童扶養手当支給の所得水準世帯のこども
等を対象に、集合型及び派遣型により学習
支援を実施した。
 〈集合型〉会場：4か所
　定員55人
(開始時：49人　退会等：7人、途中入会：7人)
 〈派遣型〉定員：7人

(退会等：1人、途中入会：2人)

※生活困窮者学習支援事業と合同実施

集合型全会場に導入し
ているICTを活用したデ
ジタル教材等により、引
き続き学習習慣の定着
と出席率向上を図る。

こども若者
みらい課No.17

ひとり親家庭自立支援プログラム ひとり親家庭の母又は父に、「自立支援プロ
グラム」を策定し、関係機関と連携して就労
支援を実施した。
　自立支援プログラム策定件数：8件
　（うち面接2回以上のもの：1件）

継続して実施する。
こども若者
みらい課

ひとり親家庭高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業〈再
掲〉

ひとり親家庭の母又は父とそのこどもに、高
卒認定試験合格講座受講費用の一部を給
付する事業の周知を行った。
　支給件数：0件
　支給額：0円

引き続き周知に努める。
こども若者
みらい課No.21

ひとり親家庭自立支援教育訓
練給付金事業

ひとり親家庭の母又は父に、指定講座の受
講料の一部を給付する事業の周知を行っ
た。
　支給件数：1件
　支給額：400,000円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

ひとり親家庭高等職業訓練促
進給付金等事業

児童扶養手当受給者(又は同様の所得水準
の方）に、国家資格を取得する間、訓練促進
給付金等を支給した。
　支給件数：9件
　支給額：9,848,000円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

母子・父子福祉資金貸付 ひとり親家庭に、子の修学資金などの貸付を
行った。
　貸付件数：19件
　貸付額：11,697,050円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

ひとり親家庭
ホームヘルプサービス

ひとり親家庭に、ホームヘルパーの派遣を
行った。
　派遣世帯数：6世帯
　派遣時間：174時間

継続して実施する。
こども若者
みらい課

事業名 / 事業内容

児童育成手当 児童育成手当の支給を行った。
　延べ支給件数：20,476件
　支給額：276,426,000円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

ひとり親家庭医療費助成 ひとり親家庭に対して、医療費助成を行っ
た。
　延べ支給件数：20,452件
　支給額：57,090,879円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

No.22
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３ 適切な支援につなぐ相談機能の強化 

(１) 相談機能の強化 

 

 

 

  

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

96

96

児童虐待など、子どもと家庭に関するあら
ゆる相談に応じるとともに、子育てに関する
情報提供などを行います。

97

97

97

女性相談では、女性に関する生き方、暮ら
し、人間関係、パートナーからの暴力などの
相談を傾聴し、必要な場合は専門機関と連
携を図ることで、不安や悩みなどの問題解決
に努めた。
　電話・面接相談開設日数：292日
　相談件数：1,065件
　LINE相談開設日数：93日
　相談件数：175件

継続して実施する。 No.58

市民協
働・男女
参画推進

課

98

98

幼児、児童・生徒の学習や不登校、集団
になじめないなど、子どもの心配な行動に
ついての相談に応じます。

99

99

失業や借金などにより、生活に困窮してい
る方を対象に、専門の相談員が支援プラ
ンを作成し、就労支援や家計相談支援な
ど自立に向けた支援を行います。

100

##

地域住民の相談に応じ、必要な情報提供
を行うなど、地域と関係機関とのつなぎ役
を担う民生委員児童委員の活動内容を
周知するとともに、活動しやすい環境づくり
に努めます。

No.54

-

No.56

No.13

No.133

生活困窮者自立相談支援事
業〈再掲〉 こだいら生活相談支援センターにおいて、

生活にお困りの方を対象に、相談を実施し
た。
　相談件数：3,778件

継続して実施する。
生活

支援課

民生委員児童委員への支援
〈再掲〉 5月の活動強化週間に、民生委員児童委員

の活動と役割について広く市民にＰＲするた
め、市報等での広報を行い、活動パネル展
を実施した。また、民生委員児童委員協議
会の事務局として活動を支援した。
　相談・支援件数（こども分野）：5７2件

継続して実施する。
福祉

政策課

子育て・女性相談
他の子育て相談に関する相談場所が充実し、
子育て相談室の利用者も減少したことから、平
成30年度末をもって子育て相談室を終了した。

事業は平成30年度末を
もって終了し、以降は子
育て支援事業全体の中
で子育てに関する相談
に対応していく。

こども若者
みらい課子育てに関する悩み、家庭の問題、配偶

者等からの暴力などの相談に応じます。

教育相談室〈再掲〉
心理の資格を有する相談員による相談活動
を行った。
　開設日：平日（土、日、祝日、年末年始を
除く）
　開設時間：10時30分から18時まで
　　　　　　　　※水曜日は13時から

継続して実施する。 指導課

事業名 / 事業内容

子ども家庭支援センター
〈再掲〉

子育て交流広場の運営や講座の開催及び
こどもと家庭に関する相談を実施した。
　子育て交流広場利用件数：11,096人
　センター活動件数：44,778件
ヤングケアラーに関する普及啓発を実施し
た。
　小学生・中学生・高校生への出前授業6回

継続して実施する。
こども家庭
センター
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１ 地域との連携の推進 

(１) 関係機関の連携強化 

 
 

２ 安全・安心な環境の整備 

(１) 地域安全活動等の推進 

 
 

(２) 有害情報等への対応 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

101

101

被虐待、養育困難など支援が必要な児童
等に対して、関係機関が連携して効果的
な対応を行います。

102

##

子ども・若者育成支援推進法第19条に基
づく、困難を抱えた子ども・若者を支援す
るための、教育、福祉、保健、医療、更生
保護、雇用等の関係機関・団体が連携す
るネットワークを構築します。

-

事業名 / 事業内容

要保護児童対策地域協議会
〈再掲〉

要保護児童対策地域協議会を開催した。
　代表者会議：1回
　実務者部会：3地区各2回、全体研修会1
回

実務者部会の会議内容
の充実及び関係機関同
士の連携・協力関係を強
化していく。

こども家庭
センター

(仮称)子ども・若者
地域支援協議会の設置〈再掲〉

子ども・若者育成支援推進法の施行時から、
ひきこもりの高齢化など社会状況が変化して
いることを踏まえ、庁内の関係部署で連携を
図るほか、必要に応じて要保護児童対策地
域協議会や青少年問題協議会などの既存
の枠組みを活用するなど関係機関と連携し
ながら、必要な支援を行った。

青少年問題協議会等の
既存の枠組みを見直す
とともに地域資源の情報
収集・活用に努め、引き
続き、社会状況の変化
や国・東京都の動向を
注視していく。

こども若者
みらい課

No.25

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

103

103
防犯パトロールや防犯に関する活動を行う
自主防犯組織の育成を行います。

104

104

104

不審者・防犯情報を受け取り次第、情報を
地域安全課や警察に確認し、速やかに関係
各課に連絡するとともに、各校へ児童・生徒
の安全指導に係る注意喚起を行った。

指導課

105

##
市立中学校で交通事故再現型交通安全
教室を、中学校在学中に必ず１度は参加
できるように実施します。

No.157

No.158

No.159

交通事故再現型交通安全教
室（スケアード・ストレイト） ９月に六中、花小金井南中の２校で実施し

た。

令和８年度は、一中、二
中、四中の３校で実施
予定。

交通
対策課

事業名 / 事業内容

自主防犯組織育成事業 ・自主防犯組織補助金交付組織：計26組織
・腕章貸出自主防犯組織：計72組織
　（補助金交付組織除外）
・地域防犯講座　開催回数：1回

継続して実施する。
地域

安全課

防犯情報の連絡体制の充実 緊急性が高いと判断された情報（警察が配
備中等）はなかった。

継続して実施する。

地域
安全課

子どもが犯罪の被害者にならないよう、不
審者情報など市に提供のあった情報につ
いて、小・中学校等関係機関への迅速か
つ適切な連絡体制を充実させます。

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

106

##

インターネットの危険性や安全な利用方
法、情報モラル等の知識を身に付ける取
組を推進します。また、教科やセーフティ
教室などで情報教育を進めます。

No.63

事業名 / 事業内容

情報教育
・情報モラル教育の推進
〈再掲〉

小平市立学校における情報活用能力の育
成指針（改定版）を各研修会等で周知した。
全ての小・中学校において発達の段階に応
じて、情報モラル及び情報セキュリティの指
導を年間を通じて実施した。情報モラルに関
する教員向け研修会を実施した。

継続して実施する。
指導課

（小・中学校）
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３ 地域における多様な担い手の活用と育成 

(１) 地域の人材と資源の活用 

 

   

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

107

##

薬物乱用防止ポスター、講演会等による
啓発活動を実施します。

108

##

##

環境美化マナーアップキャンペーンにて喫
煙マナーに関する啓発品を配布した。
令和2年４月1日に改正健康増進法・東京都
受動喫煙防止条例が施行されたことに伴
い、市ホームページやポスターなどで、周
知・啓発を行った。また、受動喫煙防止リー
フレット5,000部、受動喫煙防止ポスターを
100部作成した。

継続して実施する。 No.81
健康

推進課

事業名 / 事業内容

薬物乱用防止対策事業
〈再掲〉

薬物乱用防止ポスター・標語の募集を行
い、ポスター・標語の展示を行った。また、優
秀作品に選ばれた応募者に対しては、表彰
を行った。
応募件数： ポスター281点、標語229点

継続して実施する。
健康

推進課

受動喫煙防止対策

迷惑喫煙やごみのポイ捨てに対する意識の
向上を目指し、環境美化マナーアップキャン
ペーンを小平駅、新小平駅、鷹の台駅、花
小金井駅、一橋学園駅、小川駅にて計14回
実施した。
　参加者数：157人
　啓発品配布数：8,715個
　ごみ回収量：45.2ｋｇ

継続して実施する。
環境

政策課

受動喫煙から子どもを守るため、受動喫
煙防止対策を推進するとともに、タバコの
マナーの啓発を目的とした喫煙マナーアッ
プキャンペーンを実施します。

No.155

No.81

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

109

109
地域の特長を活かした、活発で継続性の
ある活動の推進を支援します。

110

110

市の青少年教育への協力、余暇指導、青
少年団体の育成、青少年指導者や地域
活動に対する支援等を行います。

111

##

地域住民の相談に応じ、必要な情報提供
を行うなど、地域と関係機関とのつなぎ役
を担う民生委員児童委員の活動内容を
周知するとともに、活動しやすい環境づくり
に努めます。

112

##

市内の活動団体等や他の取組との連携、
市としての関わりや支援など総合的に検討
します。

No.130

No.131

No.133

民生委員児童委員への支援
〈再掲〉

5月の活動強化週間に、民生委員児童委員
の活動と役割について広く市民にＰＲするた
め、市報等での広報を行い、活動パネル展
を実施した。また、民生委員児童委員協議
会の事務局として活動を支援した。
　相談・支援件数（こども分野）：5７2件

継続して実施する。
福祉

政策課

「子ども食堂」のあり方の検討
〈再掲〉

活動団体の自主性・自律性や特性を尊重し
ながら、活動の周知に協力するとともに、小
平市社会福祉協議会を通じて、市内のこども
食堂の状況把握に努めた。物価高騰対策支
援金を１２団体に交付した。

さまざまな世代の居場所、
地域の交流の場として、
地域に根差したこども食
堂への支援を検討する。

こども若者
みらい課
関係課

No.148

事業名 / 事業内容

青少年対策地区委員会活動の支
援 ・補助金の交付：3,932,000円

・行事開催用備品の貸出
継続して実施する。

地域学習
支援課

青少年委員活動の推進
・青少年リーダー養成講座の企画・運営・指
導
・小・中学生広島平和学習及び姉妹都市小
平町との少年少女交歓交流事業における生
活指導
・二十歳の集いの運営協力
・その他各青少対等、地域活動に対する援
助

継続して実施する。
地域学習
支援課



- 21 - 

(２) 担い手となる人材の育成 

   

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

113

##

地域と学校の連携・協働により、地域全体
で子どもたちの成長を支える取組を推進す
るため、学校支援人材を養成する講座・
研修を実施します。

114

114

子育て中の親や青少年育成関係者、また
広く市民を対象に、子ども・若者の健全育
成や、子どもの権利・人権に関する講演会
等の学習の機会を提供します。

115

##

スポーツ振興の担い手として、スポーツボ
ランティアを発掘、育成するための研修会
や講演会を開催します。また、市や体育協
会の主催イベント等に役員として従事する
機会を設け、実践する場を提供します。

No.185

No.138

スポーツボランティアの育成

ニュースポーツデーなどの小平市や、スポー
ツ協会主催行事に計68人が従事し、会場案
内や受付等の活動を行った。

ニュースポーツデーなど
スポーツイベントのボラン
ティア活動を通じて、地域
におけるスポーツを支える
人材の育成を図る。

文化
ｽﾎﾟｰﾂ課

事業名 / 事業内容

学校支援人材養成講座等の
実施 ・地域住民等のボランティア

　小学校19校、中学校8校
　講座・研修実施回数：57回
　参加者延べ人数：563人
・三市（小平・小金井・国分寺）・学芸大地域
教育連携講座
　小平市分：4回（対面）、8回（オンデマンド）
　参加者延べ人数：254人（対面）、249人
（オンデマンド）

継続して実施する。
地域学習
支援課

子ども・若者の健全育成に関
する講演会等の開催〈再掲〉

・青少年健全育成講演会
　開催日：令和7年11月12日
　開催場所：中央公民館
　講師：三森寧子（千葉大学教育学部准教
授）
　参加者数：33人
・子どもの権利条約普及推進事業について
は、「第１期小平市経営方針推進プログラ
ム」の実施プログラムNo.8の「事業の精査と
見直し」により、廃止が決定したため、令和4
年度をもって廃止した。

継続して実施する。
地域学習
支援課

No.137
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１ 教育の支援 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

116

116

経済的な事情等により、学習塾などに通
えないひとり親家庭の小学校６年生・中学
生及び高校生相当年齢を対象に学習支
援を実施します。

117

117

最終学歴が中学校卒業であるひとり親家
庭の親及びその子どもを対象に、高等学
校卒業程度認定試験合格指導講座を受
講する費用の一部を給付します。

118

118

私立幼稚園等に在籍する園児の保護者
の負担を軽減し、幼児教育の振興と充実
を図るため、世帯の所得に応じて補助金を
交付します。

119

119

経済的な事情により、学習塾などに通えな
い生活困窮者世帯の小学校６年生・中学
生及び高校生相当年齢を対象に学習支
援を実施します。

120

120

生活保護受給世帯の小学生、中学生、
高校進学を目指す中学校既卒者及び高
校生に、学習塾等の費用を支給します。
生活保護受給世帯のニート・ひきこもりな
ど就労・社会参加意欲に乏しい若年層に
対し、自立支援プログラム（就労支援・社
会参加支援等）、自立支援の参加に必要
となる交通費、登録料、利用料を支給しま
す。

121

121
生活保護受給世帯の小学生、中学生に、
夏季健全育成費、学童服等購入費、修
学旅行支度金等を支給します。

122

122

一定所得以下の世帯の中学校３年生、高
校３年生の進学を支援することを目的に、
学習塾費用や受験料を無利子で貸し付け
ます。入学した場合、返済が免除されま
す。

No.17

No.21

-

No.6

生活保護世帯に対する
健全育成事業

・支給実績
　夏季健全育成費：104件
　学童服等購入費：190件
　修学旅行支度金：  31件

継続して実施する。
生活

支援課

受験生チャレンジ支援貸付
〈再掲〉

中学校3年生及び高校3年生に対し、学習
塾費用や受験料の貸付を行った。
　貸付件数：175件

継続して実施する。
生活

支援課

-

No.9

生活困窮者学習支援事業
〈再掲〉

生活困窮世帯のこども等を対象に、集合型及び派
遣型により学習支援を実施した。
 〈集合型〉会場：4か所
　定員55人
   (開始時：49人　退会等：7人、途中入会：7人)
 〈派遣型〉
　定員：7人
(退会等：1人、途中入会：2人）
※ひとり親家庭学習支援事業と合同実施

集合型全会場に導入し
ているICTを活用したデ
ジタル教材等により、引
き続き学習習慣の定着
と出席率向上を図る。

生活
支援課

小平市被保護者自立促進経費
支給事業(次世代育成支援･若年者社

会参加支援)〈再掲〉
学習環境整備支援として小学生・中学生・
高校生への学習塾・講座受講費及び大学
進学支援として受験料を支給した。
　学習塾・講座受講費：25件
　大学受験料：5件

継続して実施する。
生活

支援課No.10

ひとり親家庭高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業〈再
掲〉

ひとり親家庭の母又は父とそのこどもに、高
卒認定試験合格講座受講費用の一部を給
付する事業の周知を行った。
　支給件数：0件
　支給額：0円

引き続き周知に努める。
こども若者
みらい課

私立幼稚園の補助金
（子育てのための施設等利用費（保育
料）、保護者補助金）

私立幼稚園等に在籍する園児の保護者に
対して、補助金を交付した。
・子育てのための施設等利用費（保育料）
　支給額：156,686,698円
・保護者補助金（保育料）
　支給額：112,140,500円

継続して実施する。 保育課

事業名 / 事業内容

ひとり親家庭学習支援事業
〈再掲〉

児童扶養手当支給の所得水準世帯のこども等を
対象に、集合型及び派遣型により学習支援を実施
した。
 〈集合型〉会場：4か所
　定員55人
(開始時：49人　退会等：7人、途中入会：7人)
 〈派遣型〉定員：7人
(退会等：1人、途中入会：2人)
※生活困窮者学習支援事業と合同実施

集合型全会場に導入し
ているICTを活用したデ
ジタル教材等により、引
き続き学習習慣の定着
と出席率向上を図る。

こども若者
みらい課
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№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

123

123

学校と保護者や地域の方がともに知恵を
出し合い、学校運営に意見を反映させるこ
とで、協働しながら子どもたちの豊かな成
長を支え「地域とともにある学校づくり」を
進めます。

124

124

児童・生徒に望ましい勤労観・職業観及び
職業に関する知識や技能を身に付けさせ
るとともに、自己の個性を理解し、主体的
に進路を選択する能力・態度を育てるた
め、キャリア教育を推進します。

125

125

児童・生徒のストレスや不安の緩和・解消
を図るため、スクールカウンセラーを配置
します。また、学校と関係機関との調整役
となるスクールソーシャルワーカーを配置
し、課題を抱える生徒を福祉的側面から
支援します。

126

126

幼児、児童・生徒の学習や不登校、集団
になじめないなど、子どもの心配な行動に
ついての相談に応じます。

127

127

経済的理由により就学困難な市内在住の
公立の小・中学校に在学する児童または
生徒の保護者へ、学用品費等の援助をし
ます。

128

128

特別支援学級（固定学級、通級指導）で
指導を受ける児童・生徒の保護者の経済
的負担の軽減を図ります。

129

129

勉学の機会を与え有用な人材育成を図る
ため、公立中学校に在学し、経済的理由
により進学が困難な生徒に対して、学費の
補助として補助金を給付します。

130

130

市立小学校において、地域の人材を活用
した放課後等の安全・安心な居場所の提
供を実施します。

131

131
市立中学校において、地域の人材を活用
した放課後等の学習支援を実施します。

No.116

No.109

No.56

No.7

No.36

No.8

中学校放課後学習教室
〈再掲〉 中学校：8校

教室実施回数：400回
参加者延べ人数：4,769人

継続して実施する。
地域学習
支援課No.114

小平市育英資金〈再掲〉 ・支給実績
　補助対象額：60,000円（1人あたり）
　補助対象人数：20人
　補助金額：1,200,000円

継続して実施する。 学務課

放課後こども教室 小学校：19校
教室実施回数：3,351回
参加者延べ人数：53,249人

継続して実施する。
地域学習
支援課No.144

就学援助〈再掲〉 ・小学校
　要保護：64人
　準要保護：659人
　支給額：61,759,899円
・中学校
　要保護：55人
　準要保護：409人
　支給額：48,972,362円

継続して実施する。 学務課

就学奨励〈再掲〉 ・小学校
　受給者数：103人
　支給額：3,872,581円
・中学校
　受給者数：78人
　支給額：5,751,461円

継続して実施する。 学務課

スクールカウンセラー・スクールソー
シャルワーカ－の配置〈再掲〉

年間配置日数
　スクールカウンセラー：38日(各小・中学校)
　スクールソーシャルワーカー：100日(各中学校）

継続して実施する。 指導課

教育相談室〈再掲〉 心理の資格を有する相談員による相談活動を行っ
た。
　開設日：平日（土、日、祝日、年末年始を除く）
　開設時間：10時30分から18時まで
　　　　　　　　※水曜日は13時から

継続して実施する。 指導課

事業名 / 事業内容

コミュニティ・スクール推進事
業

学校経営協議会を設置しているコミュニティ・
スクール（市内全27校）において、年間計
208回の協議会を開催し、学校運営の充実
を図った。

継続して実施する。 指導課

キャリア教育の推進 特別活動や総合的な学習の時間などで、職業調
べやキャリア・パスポートの作成を行った。また、市
立中学校全8校において、第２学年の生徒を対象
に、原則３日間程度の職場体験を実施した。
　参加生徒数　 ：1,475人（8校）
　受入事業所数： 455か所

継続して実施する。 指導課

No.132
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２ 生活の支援 

 

 
 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

132

##

小・中学生を対象に、自由で安全な居場
所を開設し、ボランティアによる小学生の
学習支援を行います。

No.143

事業名 / 事業内容

土曜子ども広場「友・遊」
〈再掲〉

公民館を利用するサークルや地域のボラン
ティアが講師となり、様々なメニューやレクリ
エーションを提供した。また、中央公民館で
は、夏休み期間中、学習支援室を開設した。
　参加者延べ人数（こども）：1,881人

継続して実施する。 公民館

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

133

##

保護者の疾病・出産・冠婚葬祭への参
加・仕事による出張などで家庭において養
育ができない2歳児から中学生までを、一
時的に小平市が指定する施設で養育しま
す。

134

##

##

135

135

家事、育児等の日常生活に支障があるひ
とり親家庭に、ホームヘルパーを派遣しま
す。

136

136

市内の活動団体等や他の取組との連携、
市としての関わりや支援など総合的に検討
します。

137

137

失業や借金などにより、生活に困窮してい
る方を対象に、専門の相談員が支援プラ
ンを作成し、就労支援や家計相談支援な
ど自立に向けた支援を行います。

138

138

離職などにより住居を失った方、または失
うおそれのある方に、就職に向けた活動を
することなどを要件に、一定期間家賃相当
額を支給することで、住居の確保、及び就
労に向けた支援を行います。

No.29

No.27

No.16

No.148

生活困窮者自立相談支援事
業〈再掲〉 こだいら生活相談支援センターにおいて、

生活にお困りの方を対象に、相談を実施し
た。
　相談件数：3,778件

継続して実施する。
生活

支援課

住居確保給付金の支給
〈再掲〉 こだいら生活相談支援センターにおいて、

生活支援課と連携し、住居の確保、及び就
労に向けた支援を実施した。前年度支援開
始者を含め、30人に対し給付金を支給した。

継続して実施する。
生活

支援課

No.13

No.14

ひとり親家庭
ホームヘルプサービス〈再掲〉

ひとり親家庭に、ホームヘルパーの派遣を
行った。
　派遣世帯数：6世帯
　派遣時間：174時間

継続して実施する。
こども若者
みらい課

「子ども食堂」のあり方の検討
〈再掲〉

活動団体の自主性・自律性や特性を尊重し
ながら、活動の周知に協力するとともに、小
平市社会福祉協議会を通じて、市内のこども
食堂の状況把握に努めた。物価高騰対策支
援金を１２団体に交付した。

さまざまな世代の居場所、地
域の交流の場として、地域に
根差したこども食堂への支援
を検討する。

こども若者
みらい課
関係課

事業名 / 事業内容

子どもショートステイ事業
保護者の疾病・出産等で家庭において児童
の養育が困難な場合に、一時的に児童養護
施設で日帰り・宿泊により養育を行った。
　利用者延べ人数：４４人

継続して実施する。
こども家庭
センター

養育支援訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した、
保護者の養育を支援することが特に必要な
児童や、妊婦を対象に、訪問にて養育に関
する相談、指導等を実施するとともに、ヘル
パーを派遣し、育児・家事等の必要な支援
を実施した。
また、食材配付事業を実施し、食事支援を通
じて家庭の状況把握とこどもの養育環境の
改善に努めた。
訪問延べ件数：５６５件
　ヘルパー派遣世帯：13世帯
　ヘルパー派遣日数：60日

継続して実施する。
こども家庭
センター

（令和６年度から子育て世帯訪問支援事
業へ移行）
育児に困難がある家庭を対象に、養育に
関する専門的相談のほか、ヘルパーを派
遣し、育児・家事支援を行います。



- 25 - 

 
 

３ 保護者に対する就労支援 

 
 

 

 

 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

139

##

乳児がいるすべての家庭を訪問し、養育
に関する相談に応じ助言を行うとともに、
乳児及びその保護者の心身の状況及び
養育環境を把握することにより、子育ての
孤立化を防ぎ、乳児を健やかに育成でき
る環境を整備します。

事業名 / 事業内容

乳児家庭全戸訪問事業
生後4か月を迎える日までの乳児がいる全家
庭を対象に保健師・助産師による訪問を
行った。
　訪問対象全家庭数：1,272件
　訪問数：1,271件

継続して実施する。
こども家庭
センターNo.91

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

140

140

就職・転職を希望するひとり親家庭の方を
対象に、自立・就労支援のための個々の
状況に応じた自立支援プログラムを策定
し、市とハローワーク等の関係機関が連携
しながら支援します。

141

141

就職に必要な技能や資格を取得するため
に、指定された教育訓練講座を受講する
場合に、講座費用の一部を１回に限り支
給します。

142

142

就職に結びつく可能性の高い国家資格の
取得を目指し養成機関で修業する場合
に、一定の期間、訓練促進給付金を支給
して生活の負担軽減を図ることで、自立の
ための資格取得を促進します。

143

143

就労阻害要因がなく、意欲がある生活保
護受給者に対し、自立支援員が、就労支
援プログラムによる支援を行うとともに、ハ
ローワークと連携した就労支援を実施しま
す。

144

144

生活保護受給者の就労を支援するため、
就職面接時に必要なスーツや携帯電話
購入費を支給します。

145

145

離職などにより住居を失った方、または失
うおそれのある方に、就職に向けた活動を
することなどを要件に、一定期間家賃相当
額を支給することで、住居の確保、及び就
労に向けた支援を行います。

146

146

失業や借金などにより、生活に困窮してい
る方を対象に、専門の相談員が支援プラ
ンを作成し、就労支援や家計相談支援な
ど自立に向けた支援を行います。

生活困窮者自立相談支援事
業〈再掲〉 こだいら生活相談支援センターにおいて、

生活にお困りの方を対象に、相談を実施し
た。
　相談件数：3,778件

継続して実施する。
生活

支援課No.13

小平市被保護者自立促進経費
支給事業（就労支援）〈再掲〉 ・支給実績

　スーツ代等：5件
継続して実施する。

生活
支援課

住居確保給付金の支給〈再掲〉
こだいら生活相談支援センターにおいて、
生活支援課と連携し、住居の確保、及び就
労に向けた支援を実施した。前年度支援開
始者を含め、30人に対し給付金を支給した。

継続して実施する。
生活

支援課

No.10

No.14

ひとり親家庭高等職業訓練促
進給付金等事業〈再掲〉

児童扶養手当受給者(又は同様の所得水準
の方）に、国家資格を取得する間、訓練促進
給付金等を支給した。
　支給件数：9件
　支給額：9,848,000円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

生活保護受給者に対する
就労支援〈再掲〉

自立支援員（就労支援）による就労支援プロ
グラムを実施し、20人が就職した。

継続して実施する。
生活

支援課

No.21

No.12

ひとり親家庭自立支援プログ
ラム〈再掲〉

ひとり親家庭の母又は父に、「自立支援プロ
グラム」を策定し、関係機関と連携して就労
支援を実施した。
　自立支援プログラム策定件数：8件
　（うち面接2回以上のもの：1件）

継続して実施する。
こども若者
みらい課

ひとり親家庭自立支援教育訓
練給付金事業〈再掲〉

ひとり親家庭の母又は父に、指定講座の受
講料の一部を給付する事業の周知を行っ
た。
　支給件数：1件
　支給額：400,000円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

No.20

No.18

事業名 / 事業内容
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４ 経済的支援 

 

 

 

№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

147

147

ひとり親家庭等の児童が育成される家庭
の生活の安定と自立の促進を図るため、
児童扶養手当を支給します。

148

148

ひとり親家庭等の児童の福祉の増進を図
るため、児童育成手当（育成手当）を支給
します。

149

149

ひとり親家庭等に対し、ひとり親家庭等の
健康を維持し、福祉の増進を図るため、医
療費の一部を助成します。

150

150

母子･父子家庭の方等を対象に、修学･就
職･転宅など目的別に、必要額を限度額
内で貸し付けます。

151

151

配偶者がいない女性で、親や20歳以上の
子を扶養している、または20歳未満の子
を扶養したことがある方等の自立に向け、
必要な資金を貸し付けます。

152

152

最終学歴が中学校卒業であるひとり親家
庭の親及びその子どもを対象に、高等学
校卒業程度認定試験合格指導講座を受
講する費用の一部を給付します。

153

153

私立幼稚園等に在籍する園児の保護者
の負担を軽減し、幼児教育の振興と充実
を図るため、世帯の所得に応じて補助金を
交付します。

154

154

生活保護受給世帯の小学生、中学生、
高校進学を目指す中学校既卒者及び高
校生に、学習塾等の費用を支給します。
生活保護受給世帯のニート・ひきこもりな
ど就労・社会参加意欲に乏しい若年層に
対し、自立支援プログラム（就労支援・社
会参加支援等）、自立支援の参加に必要
となる交通費、登録料、利用料を支給しま
す。

No.22

No.22

No.23

No.24

No.24

No.21

小平市被保護者自立促進経費
支給事業(次世代育成支援･若年者社

会参加支援)〈再掲〉
学習環境整備支援として小学生・中学生・
高校生への学習塾・講座受講費及び大学
進学支援として受験料を支給した。
　学習塾・講座受講費：25件
　大学受験料：5件

継続して実施する。
生活

支援課No.10

ひとり親家庭高等学校卒業程度認
定試験合格支援事業〈再掲〉

ひとり親家庭の母又は父とそのこどもに、高
卒認定試験合格講座受講費用の一部を給
付する事業の周知を行った。
　支給件数：0件
　支給額：0円

引き続き周知に努める。
こども若者
みらい課

私立幼稚園の補助金〈再掲〉
（子育てのための施設等利用費（保育
料）、保護者補助金）

私立幼稚園等に在籍する園児の保護者に
対して、補助金を交付した。
・子育てのための施設等利用費（保育料）
　支給額：156,686,698円
・保護者補助金（保育料）
　支給額：112,140,500円

継続して実施する。 保育課-

母子・父子福祉資金貸付
〈再掲〉 ひとり親家庭に、子の修学資金などの貸付を

行った。
　貸付件数：19件
　貸付額：11,697,050円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

女性福祉資金貸付 配偶者がいない等要件を満たす女性に、扶
養する子（20歳以上）の修学資金等の貸付
を行った。
　貸付件数：1件
　貸付額：300,000円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

児童育成手当〈再掲〉
児童育成手当の支給を行った。
　延べ支給件数：20,476件
　支給額：276,426,000円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

ひとり親家庭医療費助成
〈再掲〉 ひとり親家庭に対して、医療費助成を行っ

た。
　延べ支給件数：20,452件
　支給額：57,090,879円

継続して実施する。
こども若者
みらい課

事業名 / 事業内容

児童扶養手当〈再掲〉 児童扶養手当の支給を行った。
　延べ支給件数：14,839件
　支給額：451,353,480円

継続して実施する。
こども若者
みらい課
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№ 実施状況（令和7年度） 今後の実施予定
こだいらこども・若者みら

いプラン「施策の展開」 担当課

155

155

離職などにより住居を失った方、または失
うおそれのある方に、就職に向けた活動を
することなどを要件に、一定期間家賃相当
額を支給することで、住居の確保、及び就
労に向けた支援を行います。

156

156

生活保護受給世帯の小学生、中学生に、
夏季健全育成費、学童服等購入費、修
学旅行支度金等を支給します。

157

157

一定所得以下の世帯の中学校３年生、高
校３年生の進学を支援することを目的に、
学習塾費用や受験料を無利子で貸し付け
ます。入学した場合、返済が免除されま
す。

158

158

生活保護世帯の自立を支援する観点か
ら、高等学校等へ就学し、卒業するまでに
必要な学用品費、交通費等の費用を支
給します。

159

159

経済的理由により就学困難な市内在住の
公立の小・中学校に在学する児童または
生徒の保護者へ、学用品費等の援助をし
ます。

160

160

特別支援学級（固定学級、通級指導）で
指導を受ける児童・生徒の保護者の経済
的負担の軽減を図ります。

161

##

勉学の機会を与え有用な人材育成を図る
ため、公立中学校に在学し、経済的理由
により進学が困難な生徒に対して、学費の
補助として補助金を給付します。

No.14

-

No.9

No.11

No.7

No.36

就学奨励〈再掲〉
・小学校
　受給者数：103人
　支給額：3,872,581円
・中学校
　受給者数：78人
　支給額：5,751,461円

継続して実施する。 学務課

小平市育英資金〈再掲〉
・支給実績
　補助対象額：60,000円（1人あたり）
　補助対象人数：20人
　補助金額：1,200,000円

継続して実施する。 学務課No.8

生活保護制度に係る
高等学校等就学費の支給〈再掲〉 高校に入学する生徒への入学準備のための

費用、高校に就学する生徒への学用品費、
交通費等を支給した。
　支給件数：59件

継続して実施する。
生活

支援課

就学援助〈再掲〉 ・小学校
　要保護：64人
　準要保護：659人
　支給額：61,759,899円
・中学校
　要保護：55人
　準要保護：409人
　支給額：48,972,362円

継続して実施する。 学務課

生活保護世帯に対する健全
育成事業〈再掲〉

・支給実績
　夏季健全育成費：104件
　学童服等購入費：190件
　修学旅行支度金：  31件

継続して実施する。
生活

支援課

受験生チャレンジ支援貸付
〈再掲〉

中学校3年生及び高校3年生に対し、学習
塾費用や受験料の貸付を行った。
　貸付件数：175件

継続して実施する。
生活

支援課

事業名 / 事業内容

住居確保給付金の支給
〈再掲〉 こだいら生活相談支援センターにおいて、

生活支援課と連携し、住居の確保、及び就
労に向けた支援を実施した。前年度支援開
始者を含め、30人に対し給付金を支給した。

継続して実施する。
生活

支援課
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小平市子ども・若者計画では、平成 22（2010）年４月施行の「子ども・若者育成支援推進法」第９条第２項

に基づくとともに、「小平市第三次長期総合計画基本構想」における青少年育成部門の計画である「第２次小平

市青少年育成プラン」を引き継ぐものとして、小平市の子ども・若者育成支援施策の方向性を示し、取組を進

めてきました。子ども・若者は、未来を担う貴重な存在であり、まちに活力と希望を与える存在であること、

大人の役割は、子ども・若者が未来に夢と希望を持てるまちをつくることであり、そのようなまちを地域で力

を合わせてつくることを目指し、基本理念に「子ども・若者が夢と希望をもって、自分らしく自立し躍動でき

る こだいら をめざして」を掲げました。本章では、この基本理念のもと定めた基本目標ごとに推進状況を振

り返り、本計画を総括しています。 

 

１ 基本目標ごとの振り返り 

 

基本目標１ 子ども・若者自身の力を伸ばし、自信と希望をもって社会を生き抜く力を育てます              

・No4 ティーンズコーナー（図書館） 

中学生・高校生が参加するティーンズ委員会で「ティーンズ委員会大賞」の本を選び、その結果をポス

ターで全図書館に掲示したほか、ティーンズコーナーで大賞の図書を展示することで、こども・若者自身

が主体的に学ぶ機会の充実を図った。 

 ・No22 模擬投票授業、出前講座の実施（選挙管理委員会） 

   小学校における模擬投票授業の実施校を増やしたほか、中学校における生徒会選挙等の立会演説時を利

用し、生徒に対し選挙ワンポイント講座を開催した。 

 ・No26 こども広場事業（こども若者みらい課） 

   出張こども広場の実施箇所数の増設や、日曜日の開催などで利便性の向上を図り、気軽に安心して遊ん

だり過ごしたりできる居場所づくりを推進した。 

 

 基本目標２ 基本目標２ 子ども・若者がチャレンジできる環境を整備します 

・No33 生活困窮者学習支援事業（生活支援課）、No34 ひとり親家庭学習支援事業（こども若者みらい課） 

経済的な事情等により、学習塾などに通えない生活困窮世帯やひとり親家庭の小学校６年生・中学生・

高校生を対象に集合型に加え、派遣型による学習支援も実施し、家庭の経済状況やそのほか困難な状況に

関わらない学習環境の充実に努めた。また、学習以外の児童・生徒からの個別の相談にも応じた。 

・No39 若者応援ガイドブックの発行（こども若者みらい課） 

      大学生の意見を参考にしながらこども・若者に関する情報を幅広く収集した若者応援ガイドブックを作

成し、中学生・高校生に配付した。 

・No40  (仮称)若者応援サイトの検討（こども若者みらい課） 

   必要な情報がこども・若者に届くよう、若者向けの支援や悩み別の相談機関などの情報をまとめたサイ

トを市ホームページ上に開設した。 
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基本目標３ 子ども・若者に直接届く支援をします 

・No43 子ども家庭支援センター（こども家庭センター） 

  講座の開催を通じた情報提供を行うとともに、子育て交流ひろばの運営や、こどもと家庭に関する

さまざまな相談に応じた。また、ヤングケアラーに関する普及啓発として小学生・中学生・高校生へ

の出前授業を実施した。 

・No64 放課後等デイサービス（障がい者支援課）    

就学中の障がい児に、放課後や夏休み等の長期休業中において、生活能力向上のための訓練等を継

続的に提供した。 

 

基本目標４ 子ども・若者を支える家庭を支援します 

・No75 家庭教育講座の開催（公民館） 

  各公民館で、子育て中の親を対象として育児に関する不安や、孤立の解消、仲間づくりの機会の提

供等を目的とした子育て支援講座を保育付きで実施した。 

・No85 ひとり親相談（こども若者みらい課） 

   ひとり親家庭の生活・住宅・離婚・養育などの悩みごとに寄り添い、家庭の状況に応じた情報提供

や自立へ向けた支援、生活の安定につながる就労支援や貸付等により、ひとり親家庭の自立促進を図

った。 

 

基本目標５ 子ども・若者の成長を支える地域とその担い手が育つ環境を整備します 

・No106 情報教育・情報モラル教育の推進（指導課） 

  一人１台の学習者用端末の活用に向け、小平市立学校における情報活用能力の育成指針を見直した。

また、すべての市立小・中学校において、発達の段階に応じて、情報モラル及び情報セキュリティの

指導を年間を通じて実施した。 

・No112 「子ども食堂」のあり方の検討（こども若者みらい課） 

   さまざまな世代の居場所、地域の交流の場となるよう、活動団体の自主性・自律性や特性を尊重し

ながら、活動の周知に協力するとともに、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、

エネルギーや食料品等の物価高騰の影響を受けている市内の民間団体等が行うこども食堂に対し、開

催日数と提供食事数に応じて補助金を交付した。 

 

２ 今後の展開 

上記のとおり市では「子ども・若者が夢と希望をもって、自分らしく自立し躍動できるこだいらをめざ

して」を基本理念として、こども・若者の健やかな成長と自立を支援するために様々な取組を推進してき

ました。 

しかしながら、学校以外における児童・生徒の居場所に対するニーズの高まりや、効果的に情報が届く

ような情報発信手段等の更なる工夫、インターネットの普及に伴うこども・若者を取り巻く環境変化への

対応やＳＮＳ等を安全に正しく利用するための情報リテラシーの必要性など、新たな課題も生じており、

適切な対応が求められている状況にあります。 

また、共働き世帯の増加や地域のつながりの希薄化による子育て家庭の孤立感の増大、育児に対する負

担や不安などの課題改善が図られるよう、こども・若者・子育て家庭を市や関係機関、地域社会全体で支

える環境づくりが求められています。 
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こうした状況も踏まえ、令和５年４月「こども家庭庁」発足とともに、こども施策を総合的に推進する

ことを目的とした「こども基本法」が施行され、「市町村こども計画」の策定が努力義務となったことを受

け、令和８年３月に策定した「こだいらこども・若者みらいプラン」に基づき、こども・若者・子育て家

庭を取り巻く課題の解決に向け各種事業を推進していきます。 
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